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概要と提言

2011年3月11日に東京電力福島第一原発で起きた原
子炉3基の壊滅的なメルトダウンにより、福島県な
ど数万キロ平方メートルに及ぶ広い地域が、甚大な
量の放射性セシウムならびにその他の放射性核種で
汚染された1。グリーンピース調査チームは、2011
年3月26日に初めて福島県で調査に着手して以来、
この事故による放射能汚染の影響について32回の調
査を実施している。直近の調査は2020年11月に実
施した。

本報告書は、ここ数年のグリーンピースの主な所見
をまとめ、主に安倍政権下の日本政府の除染の効果
と福島県における放射線リスクについてのミスリー
ディングについて述べる。最新の調査によると、汚
染は広い範囲にわたって続いており、人体や環境へ
の長期的な影響は現実的な脅威として存在する。

汚染地域は、稲作その他の農作物の農地と広大な森
林からなり、この地域に住む住民の多くは、農業も
しくは林業に従事していた。山や森林から木材を集
め、キノコや野生の果物、野菜を採取し、子ども
たちは森や小川といった屋外で自由に遊ぶ暮らしが
あったが、原発事故以降、数万人の住民が先祖代々
から受け継いだ土地などから避難している。放射能
汚染による被害は、直接健康に及ぼす影響を遥かに
超え、人々の生計を奪い、これまでの暮らし全体を
崩壊させた。

政府の措置により、数万人に及ぶ避難者は、放射性
物質で汚染された自宅へ戻るか、十分な補償がない
まま、住み慣れた自宅や土地を離れて新たな生活を
始めるか、という非常に難しい決断を迫られた。経
済的な理由や代替策が見つからないために、自らの
意思に反して帰還を迫られる可能性がある。自らに
まったく責任のない原発事故の結果、こうした人々
が仕事をなくし、住み慣れた地域や家を喪失したこ
とは、甚だ不公平である。 

主な所見

除染の失敗

日本政府は、浪江町や飯舘村を含む除染特別地域内
での除染は、帰還困難地域を除きほぼ完了したと主
張しているが、グリーンピースが調査した地点で
は、政府が直接指揮を執った除染特別地域のほとん
どは放射性セシウムに汚染されたままであることが
一貫して示されている。実際、大がかりな除染プロ
グラムにも関わらず、政府データの分析によると、
除染特別地域で除染されたのは全体の約15%で、た
とえば浪江町の場合は、町の面積2万2,314ヘクター
ルのうち、何らかの除染作業が行われたのは2,140
ヘクタール（ここに宅地は含まず）で、全面積の約
10%にとどまる。この主な理由の一つに、福島県の
多くは除染不可能な山や森に覆われていることがあ
げられる。

日本政府の長期除染目標は、公衆被ばく線量年間 1 
ミリシーベルトから日本政府の方法で換算した毎時
0.23マイクロシーベルトである。このレベルを超え
る年間被ばく線量となる放射線レベルに直面したこ
とで、日本政府は2012年4月に年間被ばく線量を最
大20ミリシーベルトに引き上げたが、これは通常時
での日本の原発労働者に許容される年間平均線量と
同じである。これまで、政府が「長期目標」となる
毎時0.23マイクロシーベルト達成時期を予測、公表
したことはない。

過去10年間、放射線調査を実施した場所において、
グリーンピースは一貫して測定値が日本政府の除染
目標レベルを大きく上回っていることを明らかにし
てきた。次のデータは、2020年11月に行われた直
近の調査結果の一部である。

• 飯舘村の民家（安齋氏宅）では、家の周り11の
ゾーンのうち5つのゾーンで、すべての測定値が
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政府目標の毎時0.23マイクロシーベルトをいま
だに上回っており、すべてのゾーンの平均値は
毎時0.5マイクロシーベルトであった。 

• 浪江町の小学校と幼稚園の近隣の森林の822地
点で測定したところ、いまだにすべての測定箇
所で目標値の毎時0.23マイクロシーベルトを
超えており、その88%において毎時1マイクロ
シーベルトを越える値が検出された。小学校の
すぐ外のエリアでは、測定箇所の93%が除染目
標値の毎時0.23マイクロシーベルトを超えたま
まであるにも関わらず、2017年3月以降一般に
開放されている。

• 高瀬川岸辺沿いの区割りしたゾーンの一つで
は、測定箇所の70%で、日本政府の算出方法に
基づき年間3～5ミリシーベルトとなる放射線レ
ベルが検出された。  

• 以前は広範な除染作業の対象であった、浪江町
の帰還困難地域にある民家（菅野氏宅）では、
測定箇所の98%の空間線量が年間最大被ばく線
量である年間1ミリシーベルトを超えている。測
定箇所の70%で、空間線量は政府の算出方法に
基づく年間3～5ミリシーベルトの被ばくに達す
ると考えられる。 

ストロンチウム90の脅威

東京電力福島第一原発事故で放出された放射性物質
と2020年に測定された汚染は、放射性セシウムに
よるものがほとんどであるが、その他の同位体も放
出されており、ストロンチウム90（Sr-90）はその
一つである。ストロンチウム90は、骨に集まりや
すい放射性核種であり、摂取すると骨と骨髄に蓄積
され発がんの危険性が高まる。福島県柳津町、大熊
町、飯舘村、浪江町の森林でグリーンピースが杉の
葉を採取・分析したところ、ストロンチウム90の存
在が確認された。日本政府は、正確な測定に必要と
される大規模かつ高額なストロンチウム90の分析を

行わず、セシウムとストロンチウム間に予測される
一定比率に基づく計算を用いている。2015年に発
表された研究では、この方法は誤りとなる可能性が
高く、ストロンチウムのリスクを過小評価する可能
性があると警鐘を鳴らしているが、日本政府は、福
島県におけるストロンチウム90やその他の放射性核
種の潜在的な危険を著しく軽視し続けている。 

最大の脅威は、ストロンチウム90が東電福島第一原
発、特に原子炉1号機から3号機にある溶融した燃料
炉心に大量に含まれていることである。このストロ
ンチウムやその他の放射性核種がある東電福島第一
原発の原子炉を廃炉にする現在の計画には、非常に
大きなリスクが含まれている。また、東電福島第一
原発敷地内のタンクに貯蔵された123万トンの汚染
水にもこれよりも少ないとはいえ、大量のストロン
チウムが含まれていることが確認されている2。政府
は太平洋にこの汚染水を放出する計画を発表すると
されているが、これを許すことはできない。

人権侵害

2020年10月の時点で、福島県内外にはいまだに3
万6,900人の避難者がいたが、この数字には、避難
指示区域ではないが放射性物質にかなり汚染された
地域から自力で避難した住民（いわゆる「自主避難
者」）の数が正確に含まれているわけではない。
2017年、政府は「自主避難者」に対しこれまでに
行っていた住宅支援を打ち切り、そうした避難者
は、公式な避難者数には含まれなくなった。

放射線レベルがまだ安全基準値を上回ったままの地
域で避難指示が解除されたことで、住民ががんのリ
スクにさらされる可能性は高まっており、特に女性
や子どもは影響を受けやすい。2020年には、飯舘
村の「帰還困難区域」を含め、避難指示が解除され
る仕組みの導入が決まったという。2018年までに
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のべ3千万人が除染労働に従事、そのほとんどは下
請け労働者と考えられる。グリーンピースが報告書
にまとめた通り、労働者は高レベルの放射線に晒さ
れており、経済的困難を理由に危険な労働条件を引
き受けざるをえない場合もある3。また職業訓練や放
射線防護も十分に受けていない。 

過去10年間、複数の国連人権機関やバスクト・トゥ
ンジャク氏を含む国連特別報告者から人権が守られ
ていないとの指摘がなされている4。同氏は2018年
に国連総会で行った報告で、「日本政府は、原発事
故前に許容可能とみなした被ばく線量の基準に戻
すよう求める、国連人権監視機構（UPR）の2017
年勧告を無視し続けており遺憾である」と述べ、
2011年の原発事故前に安全で健康に問題ないとみ
なされるレベルよりも放射線レベルが高い地域へ、
子どもや出産可能年齢にある女性を含めた避難民を
帰還させる事業の中止を訴えている5。また、放射線
被ばく限度を20倍に引き上げる日本政府の決定に対
し、「非常に憂慮しており、特に子どもの健康と幸
福に深刻な影響をもたらすと考えられることを強調
するものである」と述べ、批判した6。 

グリーンピースの提言 

• 生涯にわたって考えられる住民の被ばくリスク
を含む科学的分析をしない現在の帰還計画を中
断する。

• 年間1ミリシーベルト（毎時0.23マイクロシー
ベルト）の長期除染目標が意味するものを、速
やかに示す。毎時0.23マイクロシーベルト達成
の期日を定め、目標を緩和するあらゆる計画を
中止する。  

• セシウムが含まれた微粒子など、ホットスポッ
トが一般公衆にもたらすリスクを早急に評価す
る。

• 浪江町（津島、室原、末森、大堀地区を含
む）、双葉町、大熊町、富岡町、飯舘村、葛尾
村の6町村の避難指示解除計画を見直す。 

• 労働者を保護するため、帰還困難地域での除染
はやめる。

• 避難政策について、避難当事者（避難指示区域
外からの避難者を含む）が参加する協議機関の
設置を含め、住民の意見を反映させる透明性の
高いプロセスを構築する。

• 住民が経済的な理由により帰還を選ばざるを得
ないような状況ではなく、自らの意思によって
帰還するかどうかを選択できるよう、避難者に
対する完全な賠償と経済的支援を行い、科学と
予防原則に基づいた被ばく低減策を講じる。

• 国連特別報告者からの対話とガイダンス、およ
びまだ受け入れていない日本訪問の申し出に応
じる。



1
福島の
汚染の実態

放射線量毎時 7.66 マイクロシーベルトを示すガイガー
カウンター、福島県飯舘村（2011 年 3 月 27 日）
Ⓒ Christian Åslund / Greenpeace
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2011 年 3月に東京電力福島第一原発で起きた原子
炉 3基のメルトダウンにより、福島県など数万キロ
平方メートルに及ぶ広い地域が、膨大な量の放射性
セシウムなどの放射性核種で汚染された7。福島県は、
水田やその他の農地がある沿岸部の氾濫原と、県全
体の 70%以上を占める山や森の広がる高地から成
り立っており、原発事故による日本政府の避難指示
は、同県の 11 市町村に発令された。2011 年 8 月
26 日、「放射性物質汚染対処特措法」に基づいた除
染基本方針を発表している。除染方針に記載された
放射線目標は、数万人の市民に対しての避難指示解
除を可能にするものであった 8。2011年8月29日、
グリーンピース・ジャパンは日本政府への提言を提
出し、この除染方針は妊婦や子どもを十分保護する
ものではなく、また避難民に必要な支援も提供して

いないと抗議している 9。同方針は、社会的弱者と
みなされる住民を、日々の暮らしのあらゆる面で十
分に保護するものではない。これまでに、自宅から
避難を続けている数万人の避難者の生活を改善・保
護するために日本政府が実施したことはほんのわず
かでしかない。 

グリーンピース調査チームは、2011 年 3 月 26 日
に初めて福島を訪れて以来、原発事故による放射線
の影響について 32 回に上る調査を実施しており、
調査期間に数日から数週間をかけている。これまで
の結果と併せてその詳細な結果を下記に示した。直
近の調査は、2020 年 11 月、新型コロナウイルス
の感染拡大を考慮し、調査チームは通常よりはるか
に縮小し、調査期間も 2日に制限して実施した。 
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2011 年 3 月に調査に着手した当時の優先事項は、
現地住民へのリスクを把握することであったため、
日本政府が定めた避難区域半径 20キロメートル圏
外の福島県の放射線レベルの調査を重視した。放射
性降下物のパターンによって、東電福島第一原発の
北西に位置する地域に特に懸念があった。放射線調
査を始めて数時間のうちに、グリーンピースは事故
を起こした原子炉から 40キロメートル離れた飯舘
村にて、地表から 1メートルの高さで毎時約 10マ
イクロシーベルトという非常に高い放射線レベル
を検出し、翌 3月 27 日に公式に避難を求める声明
を出している 10。国際原子力機関（IAEA）は、そ
の数日後に高レベルの放射線を確認している 11。当
時日本の原子力規制機関である原子力安全・保安院
（NISA）は、「飯舘村でNGO（グリーンピース）が
検出した高レベルの放射線は、信頼できるデータと
はいえない」としていたが、グリーンピースの調査
結果を飯舘村長と日本政府に提出した後、4月 11
日に政府は避難地域の拡大を提言し、4月 22 日に
これを発令している 12。飯舘村、葛尾村、浪江町、
南相馬市および川俣町の一部が避難対象地域となっ
た。



除染作業の様子、福島県飯舘村（2015年7月15日）
Ⓒ Jeremy Sutton-Hibbert / Greenpeace

• 2019 年 3 月までに除染プログラムにかかった費用は 2.9 兆円に達しており、のべ 3,000
万人以上を雇用して 1,700 万トンの核廃棄物を生み出した。

• 日本政府は除染作業は多くの地域で完了したと主張してるが、政府データの分析による
と、除染されたのは除染特別地域（SDA）の市町村の地表面積のおよそ 15% に過ぎない。

• 福島県の除染特別地域の大部分は放射性セシウムで汚染されたままである。 

• 山や森は放射性セシウムを長期にわたって貯蔵する働きがあり、山や森からの放射性物
質の移動は、今後の再汚染の大きな原因となる。

2
除染神話
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2012 年、日本政府は福島県（および他の地域）の
除染プログラムをこれまでにないスケールで開始し
た。年間追加被ばく線量が 1ミリシーベルトを超え
る地域は、汚染状況重点調査地域（ICSA）に指定さ
れ、これらの地域の自治体が除染作業のイニシアチ
ブを取り、特に 2012 年から 2017 年にかけ大規模
な除染作業の対象となった。年間追加被ばく線量が
20 ミリシーベルトを超える地域は、除染特別地域
に指定され、日本政府が直接除染作業にあたってお
り、対象地域は11市町村にわたっている。このうち、
浪江町、飯舘村、富岡町、大熊町、双葉町、葛尾村、
楢葉町の 7町村は全域が除染特別地域に含まれてい
る。

政府は、長期的な除染目標を毎時 0.23 マイクロシー
ベルトに定めた。これは、同地域で年間を通じて平
均して毎日屋外で 8時間、屋内で 16時間過ごすこ
とを前提にして年間被ばく線量が 1ミリシーベルト
になるように定めたレベルであるが、農業地域であ
る同地域の住民は、特に春から秋にかけての時期は
一日の大半を屋外で過ごす場合も多い。 

2019 年 3月までに、除染プログラムにかかった費
用は 2.9 兆円に達し、のべ 3,000 万人以上を雇用し
て 1,700 万トンの核廃棄物を生み出しており、日本
政府は、地域の除染が完了したと主張している 13。
政府は、除染対象地域の農地、森林や道路をヘクター
ルで測定した除染対象地域について除染達成度を
パーセンテージで表し、目標が達成されると、対象
となる市町村の除染は「完了」したと報告している。
環境省は定期的に報告書を発表しており、たとえば、
2015 年 7月の報告書には、環境省は田村市、川内
村、楢葉町、大熊町の森林地域の除染は 100%完了
したと記載されている 14。また 2016 年 5月の報告
書には、飯舘村では森林の 86%が除染されており、
2017 年 3月までに除染を完了することを目標にし
ていると記載されている 15。 

しかし、こうしたパーセンテージ値は、森林や農地
からなる市町村全体ではなく、除染の指定対象地の
ものである。

2017 年 3月までに、福島の除染特別地域で計画さ
れた除染プログラムの大部分が完了している。浪江
町と飯舘村の避難指示区域の解除に先立ち、政府は
同区域の除染が完了し、安全に帰還できることを宣
言した。環境省は特別措置法に基づく「全地域の除
染は、帰還困難地域を除き2018年3月19日に完了」
したとし、日本政府は総合的な除染が行われたと受
け取れるメッセージを報告書などで伝えている 16。
2018 年の報告書でも「除染実施計画に規定された
地域全体の除染のうち、除染特別地域における政府
の直接管轄下での除染に関し、全域の除染が田村市、
楢葉町、川内村、大熊町では 2014 年 3月までに完
了した」とし、「葛尾村、川俣町では 2015 年 12月
までに、双葉町では 2016 年 3月までに、飯舘村で
は 2016 年 12 月までに、富岡町では 2017 年 1 月
までに、そして浪江町、南相馬市では 2017 年 3月
末までに完了したため、2017 年 3 月末までに 11
市町村すべてにおける除染は完了した」としており、
同様のメッセージがくりかえされている。 

しかし、現実はこれと大きく異なる。以下、環境省
の除染データを使い、除染特別地域にその全域が含
まれる 7市町村が、どの程度除染され、どの程度除
染されていないのかを算出した 17。
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表 1とグラフ 1で示されるとおり、データは除染特
別地域となる地区が除染完了という日本政府の主張
と矛盾しており、大部分の除染が終わっていないこ
とは明らかである。全面積 8万 3,980 ヘクタールの
うち、除染されたのはわずか 1万 2,309 ヘクタール
（ただし宅地は含まず） に過ぎず、これは全面積のわ
ずか約 15%である。2011 年に人口 2万 1,000 人
超だった浪江町では、最も人口が密集していた地域
の避難指示解除から6カ月後の2017年9月までに、
地区のわずか 10%しか除染されていない。21%の
除染が進んだ飯舘村は、除染が 2番目に進んだ地区

である。政府は除染された宅地の地表面のデータを
ヘクタールで提示していないため、上の表には除染
された宅地の面積は含まれていない。政府のデータ
は総戸数で示されており、除染特別地域に含まれる
7市町村の場合、2017 年 9月時点で 1万 6,937 戸
となっている。この戸数を正確にヘクタール換算す
ることはできないが、除染特別地域の総面積で考え
ると大きくはない。2021 年 2月、グリーンピース
は除染特別地域内の住宅地の総ヘクタール数に関す
る詳細情報を求めたが、環境省は該当するデータは
ないと回答している。

表 1　福島県除染特別地区に全域が含まれる 7 地域の除染済み面積（2017 年 9 月時点）18

グラフ 1　除染特別地域となる市町村の土壌の除染 / 未除染の割合

地区 総面積
（ヘクタール）

除染済みの面積：
2017年9月30日時点

（ヘクタール）
未除染の面積

（ヘクタール）
除染済みの割合

（%）
未除染の割合

（%） 避難指示解除日

浪江町 22,314 2,140 20,174 10 90 2017年3月31日

富岡町 6,839 1,710 5,129 25 75 2017年4月1日

飯舘村 23,013 4,830 18,183 21 79 2017年3月31日

双葉町 5,142 133 5,009 3 97 一部解除、2020年3月3日

葛尾村 8,437 1,355 7,082 16 84 2016年6月12日

大熊町 7,871 401 7,470 5 95 一部解除、2020年3月5日

楢葉町 10,364 1,740 8,624 17 83 2015年9月5日

合　計 83,980 12,309 71,671 15 85
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しかし同地域でグリーンピースが調査したところで
は、居住には危険なレベルの放射線が残っているこ
とが示されている。グリーンピースのデータによる
と、除染が実施された場所であっても、放射線レベ
ルは 2011 年以前より高いままで、多くの場合その
数値は政府の長期目標である毎時0.23マイクロシー
ベルトを上回っている。

森林地域 - 再汚染の原因

福島の 7市町村の地表汚染面積の 85%が除染対象
になっていない。そこは山や森林であり、山や森林
が蓄えた放射線物質のリスクに晒されていることを
意味する。山や森林地域は長期にわたり、再汚染な
ど汚染の原因となる。2016 年のグリーンピース報
告書「循環する放射能」に記載したとおり、福島山
間部の森林地帯における放射性物質の動きは、非常
に複雑である 19。林床の放射線レベルは高いままで
あり、また放射性物質が土壌に浸透し、地中 5セン
チの深さまでの表土層に最も蓄積されることも示す
明らかな証拠がある。原発事故後の数日間に森林に
堆積した放射性物質は、林床、小川に洗い流され、
一部は下流の川や湖へと流れ込む 20。長期にわたっ
て、林床の地表有機層の放射性セシウムは鉱質土壌
に移動し、また有機層や鉱質土壌層の放射性セシウ
ムの一部は、植物の根に吸収されたり、地表の幹、
茎や葉に移動する。福島県の他の地域と同様、飯舘
村の森は放射性セシウムを長期にわたって貯蔵して
おり、今後も森林の境界線を超えて再汚染を引き起
こす大きな原因となる。日本政府は、除染は完了し
たと主張しているが、真実とは大きくかけ離れてお
り、誤解を与えるものだ。
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過去 10年間にわたるグリーンピースの放射線調査は、除染特別地域の帰還困難地域と、避難指示が解除され
た汚染状況重点調査地域や除染特別地域の両方で実施されており、その目的は次の疑問を解消することにあっ
た。

グリーンピースの調査チーム、福島県浪江町
下津島の菅野氏宅にて（2020年11月22日）
Ⓒ Greenpeace

3
グリーンピースの
調査

• 除染は福島県全体の放射線量にどのような影響を与えたか

• 汚染状況重点調査地域や除染特別地域の民家周辺の放射線レベルはどの程度か

• 1 年から 2 年で放射性セシウムは環境中をどのように移動するか

• 再汚染は起きているか、またその原因は何か

• 放射線レベルは、一般公衆の被ばくや健康リスクに影響を与えうるか

• 放射線や除染は、人権、特に女性や子ども、労働者の権利にどのような影響を与えうるか

13



放射線調査の方法

東京電力福島第一原発の事故で放出された放射性物
質では、放射性セシウム（セシウム 137とセシウム
134）が累積被ばくのほとんど（98%）を占めている。
東電福島第一原発事故では、同量のセシウム 137と
セシウム 134 が放出されたが、セシウム 137 の半
減期 30年に対してセシウム 134の半減期は 2年と
短いため、近年福島で最も多くみられる放射性核種
はセシウム 137 である。2013 年までに測定された
セシウム 134は、2011 年から 50%減少している。
その結果、全体のセシウムレベルは、最初の数年で
比較的大きく低下した。セシウム 137 の半減期が
30年であるため、天候などの外的要因や人の手が入
らなければ、環境中のセシウム 137のレベルは、数
十年かけてゆっくりと、コンスタントに減少してい
く。 

グリーンピース調査チームは、これまでに様々な手
法を使い、調査を行ってきた。

１　歩行サーベイ：一定パターンで歩行しながら測定
•空間放射線量率は、1回の測定を 1秒ごとに、
高効率な測定が可能なヨウ化ナトリウム（Nal）
シンチレータ（Georadis 社製 RT30：セシウム
137 計数 2,000 cps/ μ Sv.h-1）を使って、地
表から 1メートルの高さで測定した。 

•測定はホットスポットを探すのではなく、でき
る限り格子状に歩行して実施した。 

•個々の家屋での測定は、所有者の許可を得て行
い、各家屋の敷地とその周辺を通常 5～ 10 の
ゾーンに区分けした。川やその他の建物周辺で
の測定はより少ないゾーンに分割している。通
常ゾーンは畑、小道、森などで構成し、各ゾー
ンは別々に測定を行い、一つのゾーンあたり最
低 100 カ所、中央値で各ゾーンに 200 ～ 300
カ所の測定地点を設けた。全測定地点は、一家
屋あたり通常 3,000 ～ 5,000 カ所だった。 

•科学的調査の標準に則り、各ゾーンで平均、最低、
最大値を記録し、次に家屋と屋外エリアのすべ
てのゾーンの平均を、各ゾーンの加重平均で算
出した。これにより、年によって測定箇所数に
差はあるものの、異なる年を比較することが可
能となる。最大値とは、そのゾーンの一つの測
定地点で測定された最大値を指す。

２　ホットスポット：空間放射線量が高いホットス
ポットと要注意地点を特定し測定

•地表から高さ 10、50、100 センチメートル
における空間放射線量率を NaI シンチレータ
（RadEye PRD-ER）で測定。GPS 位置座標は
手持ち型のGarmin Montana 650 で取得。

３　車両走行サーベイ：より広い範囲を測定するた
めに、車両の地表 1 メートルの高さに、RT30

（Georadis 社製）と位置座標収集用 GNSS 受
信機（GNSS Trimble R1）を積載し、交通事
情が許す限り時速 20 キロメートル（最高でも
時速 40 キロメートル）で走行した。放射線量
を毎秒測定し、毎秒記録される位置座標と同期
した。

本報告書では、考えられる人体への年間被ばく量に
ついて言及する場合は、日本政府の算出に基づく推
定線量である年間ミリシーベルトで示しているが、
これは、1日平均 8時間を屋外で過ごすと仮定し、
木造家屋内では放射線から遮断されるものとしてい
る。しかし、農村部の多くの人は 1日 8時間以上を
屋外で過ごしており、日本政府の算出方法では推定
線量が過小評価される可能性がある。そこで、グリー
ンピースでは、地表 1メートルの高さの測定値を使
い、その場所に 1年間（合計 8,760 時間）いた場
合の累積線量を年間被ばく量として示している。
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2017 年 3 月 31 日、日本政府は東京電力福島第一
原発の北および北西に位置する、飯舘村、浪江町の
帰還困難区域を除いて避難指示を解除した。

グリーンピースは 2011 年 3月に浪江町と飯舘村で
第 1回目の放射線調査を、2012 年～ 2020 年にこ
の地域とその他の地域の追跡調査を実施している。
2015 年から飯舘村で体系的な民家調査を開始し、
以降毎年同じ場所を訪れている。2017年 9月には、
浪江町の住民の大部分が以前居住していた、町の中
心部まで調査の範囲を拡大した。飯舘村と浪江町（避
難指示が解除された地域）ではいずれも、ここ何年

もの間、放射線量が日本政府が現在長期目標として
いる毎時 0.23 マイクロシーベルトレベルより遥か
に高いままである。

つまり、これは場合によっては、飯舘村と浪江町へ
帰還する住民の被ばく量は、年間最大 1ミリシーベ
ルトの推奨値を大きく上回ることを意味する。日本
政府は、避難指示解除地域では、年間 20ミリシー
ベルトまでの被ばくを許容する姿勢を維持してい
る。年間 1～ 5ミリシーベルトの低レベルの被ばく
は、がんのリスクを増大するという科学的な根拠が
あるにも関わらずである 21。

放射能汚染された福島県浪江町の通り
（2014年6月1日）
Ⓒ Robert Knoth / Greenpeace

4
避難指示解除地域 
‒ 飯舘村と浪江町
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飯舘村は、福島県浜通りに位置し、東京電力福島第
一原発から28～ 47キロメートルの距離にある。原
発から北西に放射性物質が天候により移動したこと
から、2011 年 3 月 15 日夜と 16 日夜に事故で放
出された放射性物質の影響を特に受けている 22。国
際原子力機関（IAEA）の「福島サマリーレポート
（Summary Fukushima Report）」によると、非常
に高レベルの放射性セシウムが、1平方メートル当
たり 1,000 ～ 1万キロベクレルの濃度で東電福島原
発の北西に堆積した 23。この報告書によると、福島
県全体のセシウム137の平均堆積密度は、1平方メー
トル当たり 100 キロベクレルであり、この数値は、
IAEA が汚染地の基準とする 1平方メートル当たり
40キロベクレルを大きく上回っている 24。東電福島

原発からの放射性降下物、特にヨウ素 131とヨウ素
133（I-131 と I-133）、セシウム 134 とセシウム
137（Cs-134 と Cs-137）は、飯舘村の森、農地、
民家に堆積した。今後の最も大きな懸念は、放射性
セシウム、特にセシウム 137 の半減期が 30年であ
るため、半減期の約 10倍つまり 300 年間にわたり
リスクであり続けることである 25。放射性セシウム
の他にも、住民の健康にリスクをもたらすその他の
放射性核種も堆積した。飯舘村を含む福島県全体で
道端や土壌のサンプルから収集された黒いダストを
検査したところ、炉心燃料と同じ性質を持つ超ウラ
ン元素（ウランより原子番号が大きい放射性元素 26）
が見つかっている 27。

福島県飯舘村の自宅を訪れる安齋氏
（2020年11月21日）
Ⓒ Greenpeace

5
飯舘村
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住民への影響

2011 年 3月 11日の飯舘村の人口は 6,509 人であったが、そのうち 1,000 人以上の住民は高い放射線レベル
にも関わらず、4月の避難指示発令の 2カ月後の 6月まで、同地に留まっていた 28。飯舘村の住民はその結果、
国内で最も被ばくしている。福島県のその他の地域と共に、飯舘村は 2012 年に除染対象となった 29。

2017年3月31日に飯舘村のほとんどの地域の避難指示は解除され、2020年12月1日時点の帰還者は1,255
名で、2011 年 3月の人口の 19%である 30。多くの住民はいまだに自宅から避難したままである 31。2012
年 12 月に発足した安倍政権は、早期帰還政策を強行に進めた。東電福島第一原発の半径 20キロ圏から大き
く離れている飯舘村での放射能汚染は、重大な原発事故の影響は原子炉付近の狭いエリアに限定されないこと
を示した。 

安齋徹氏の自宅での調査

2011 年以降、グリーンピースは飯舘村で 11回にわたる放射線調査を行ってきたが、2015 年 7月以降、民
家での調査に特に力を入れてきた。安齋徹氏の自宅はその一つである。

安齋氏の自宅は飯舘村の南東部
にあり、東京電力福島第一原発
から 35 キロメートルの距離にあ
る。安齋氏は 2011 年 6 月 24 日
に自宅から避難しており、安齋
氏宅とその周辺地域は、2014 年
と 2015 年の政府による大規模な
除染作業の対象となっている。こ
の除染作業では、表土を 5 セン
チ以上削り取り、除去して、放射
性廃棄物として保管する作業が行
われた。また場合によっては、地
表を汚染されていない土で覆うこ
ともあった。安齋氏の自宅家屋は
2018 年に解体されている。2015
年～ 2020 年の安齋氏宅の調査結
果は、表 2とグラフ 2に示す通り
である。

図 1　飯舘村：安齋氏宅の概略図
グリーンピース調査チームによるゾーン設定を表す

Greenpeace  |  福島第一原発 2011-2021年：除染神話と人権侵害の10年

17



グリーンピースの放射線測定チームが 2015 年 10月に安齋氏自宅敷地と周辺の放射線レベルを初めて緻密に
測定したとき、公的な除染作業はまだ実施途中にあった。2016 年の調査では、放射線レベルは大幅に低下した。
これは追加的な除染、減衰、浸食の組み合わせによる影響があったと結論付けられた。 

2019 年 10月には、測定したすべてのゾーンの全体平均放射線レベルが 2018 年から約 3割低下し（毎時 0.7
マイクロシーベルトから毎時 0.5 マイクロシーベルトへ）、2020 年には毎時 0.5 マイクロシーベルトで保たれ
ていることが判明している。しかし、測定した11のゾーンすべてで平均値が政府目標の毎時0.23マイクロシー
ベルトを引き続き上回っている。

最大値は、2018 年から 2019 年に低下した（毎時 1.7 マイクロシーベルトから毎時 1.3 マイクロシーベルト
へ 24%低下）。しかし、2020 年では、最大値が毎時 1.5 マイクロシーベルトまで上昇している。 

2015 年の除染作業終了後、2016 年～ 2018 年の安齋氏の自宅敷地の放射線レベルは、ほぼ安定していたが、
再汚染の兆候を示している。2019 年に測定された放射線レベルの大幅な低下は、放射性崩壊だけで説明でき
るものではなく、おそらく 2019 年 10 月に上陸した台風 19号の豪雨によるものと考えられる。2020 年の
グリーンピースによる調査の主な目的は、安齋氏宅に戻って、森林山間部の放射性セシウムへの豪雨の影響を
調べることにあった。

表 2　飯舘村：安齋氏自宅（全ゾーン）の空間線量（2015 年～ 2020 年）
（歩行サーベイによって得られた地表 1 メートル地点での測定値）

ゾーン名称 最大値 （μSv/h） 平均値 （μSv/h） 平均値前年比 （%）

ゾーン1 家屋へ続く道
ゾーン2 家屋の正面と脇
ゾーン3 家屋の軒下
ゾーン4 高台の畑
ゾーン5 裏山
ゾーン6 道路沿いの畑（北）
ゾーン7 温室があった土地
ゾーン8 水田
ゾーン9 道路沿いの畑（南）
ゾーン10 道路両脇
ゾーン11 小道
ゾーン12 家の中
TOTAL サマリー

ゾーン名称 測定地点数 0.23 μSv/h 以上 1 μSv/h 以上

ゾーン1 家屋へ続く道
ゾーン2 家屋の正面と脇
ゾーン3 家屋の軒下
ゾーン4 高台の畑
ゾーン5 裏山
ゾーン6 道路沿いの畑（北）
ゾーン7 温室があった土地
ゾーン8 水田
ゾーン9 道路沿いの畑（南）
ゾーン10 道路両脇
ゾーン11 小道
ゾーン12 家の中
TOTAL サマリー
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調査を始めた最初の数年は、安齋氏宅のゾーン 5にあたる森林部での除染作業にはほとんど効果がなかったこ
とが示された。政府の除染の実施方法では、安齋氏宅から森林部までの 20メートルの地域は除染され、2020
年 11月、ゾーン 5の放射線レベルは平均毎時 0.8 マイクロシーベルト、最大毎時 1.4 マイクロシーベルトの
ままであった。家屋に近い急傾斜地の放射線レベルは、家屋内の放射線レベルに直接影響するため重要である。
また、未除染の森林が、家屋の下や家屋付近のすでに除染済みのエリアを再汚染する可能性があることも予測
できる。除染作業が不可能な山腹の森林近くにある飯舘村の多くの民家は、同様の影響を受けている。

グラフ 2　安齋氏宅線量サーベイ：各ゾーン平均値、ゾーン 1-11（2015 年～ 2020 年）

グラフ 3　安齋氏宅線量サーベイ：各ゾーン平均値、ゾーン 2、3、5（2015 年～ 2020 年）

家屋へ
続く道

家屋の
正面と脇

家屋の
軒下 高台の畑 裏山 道路沿い

の畑（北）
温室が

あった土地 水田 道路沿い
の畑（南） 道路両脇 小道

ゾーン1 ゾーン2 ゾーン3 ゾーン4 ゾーン5 ゾーン6 ゾーン7 ゾーン8 ゾーン9 ゾーン10 ゾーン11
■ 2015 1.1 0.6 0.7 1.9 1.4 1.2 1.4 1.4
■ 2016 0.6 0.4 0.4 1.1 1.0 0.8 0.8 0.3 1.0 0.6 1.0
■ 2017 0.6 0.4 0.4 1.1 0.9 0.8 0.8 0.5 1.0 0.7 1.1
■ 2018 0.5 0.4 0.4 1.0 1.0 0.6 0.7
■ 2019 0.4 0.3 0.3 0.7 0.9 0.5 0.4 0.6 0.5 0.7
■ 2020 0.4 0.3 0.3 0.8 0.8 0.3 0.3 0.3 0.6 0.5 0.5

■ 2015

■ 2016

■ 2017

■ 2018

■ 2019

■ 2020

家屋の正面と脇 家屋の軒下 裏山
ゾーン2 ゾーン3 ゾーン5

■ 2015 0.6 0.7 1.4
■ 2016 0.4 0.4 1.0
■ 2017 0.4 0.4 0.9
■ 2018 0.4 0.4 1.0
■ 2019 0.3 0.3 0.9
■ 2020 0.3 0.3 0.8

■ 2015

■ 2016

■ 2017

■ 2018

■ 2019

■ 2020
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ゾーン 2と 3のデータ（グラフ 3参照）によると、平均放射線レベルは、2019 年から 2020 年で下がってい
ないが、ゾーン 5の森林部分の急傾斜地では低下している。これらの低位置にあるゾーンの放射線レベルは、
森林の傾斜地から放射性物質が供給されていることが考えられる。除染作業が限定的だったゾーン 5が、ゾー
ン 4と並んで、これまでの期間において最も平均値の高いゾーンであることに変化はなかった。

2018 年～ 2019 年で測定したすべてのゾーンでの放射線レベルの低下は、2019 年の調査直前に通過した台
風 19 号による豪雨の影響である可能性が高い。ゾーン 5では、2018 年～ 2019 年に毎時 1マイクロシー
ベルトを超えた計測地点の数が大幅に減少した。パーセンテージにすると、2018 年にはすべての計測地点の
65%で毎時 1マイクロシーベルトを超えていたが、2019 年には 21%に減少している。2018 年～ 2019 年
の放射線レベルの最も顕著な低下は、ゾーン 2、4、7でみられた。ゾーン 4については、2020 年に放射線
レベルが再び上昇している。2020 年 11 月の測定では、ゾーン 4の平均レベルは 15%上昇し、ゾーン 7で
は 30%低下している（表 2）。この結果が悪天候の影響によるものであると絶対の確信をもって結論付ける証
拠はないが、放射性物質の移動の複雑さが表れたといえる。

グラフ 4　安齋氏宅線量サーベイ：各ゾーン平均値、ゾーン 1-7（2015 年～ 2020 年）

■ 2015

■ 2016

■ 2017

■ 2018

■ 2019

■ 2020

家屋へ続く道 家屋の正面と脇 家屋の軒下 高台の畑 裏山 道路沿いの畑（北） 温室があった土地
ゾーン1 ゾーン2 ゾーン3 ゾーン4 ゾーン5 ゾーン6 ゾーン7

■ 2015 1.1 0.6 0.7 1.9 1.4 1.2
■ 2016 0.6 0.4 0.4 1.1 1.0 0.8 0.8
■ 2017 0.6 0.4 0.4 1.1 0.9 0.8 0.8
■ 2018 0.5 0.4 0.4 1.0 1.0 0.6 0.7
■ 2019 0.4 0.3 0.3 0.7 0.9 0.5 0.4
■ 2020 0.4 0.3 0.3 0.8 0.8 0.3 0.3

Greenpeace  |  福島第一原発 2011-2021年：除染神話と人権侵害の10年

20



2020 年の測定では、安齋氏宅のゾーンのうち 5つで、日本政府の長期除染目標である毎時 0.23 マイクロシー
ベルトをすべて上回った。すべての測定地点（表 3）の 85%で、日本政府の計算方法による政府が仮定する
住民の屋外滞在時間に基づくと空間線量は年間 1ミリシーベルトを超え、1年間持続的に被ばくすると年間 2
ミリシーベルトを超える 32。安齋氏宅の除染は 2015 年に完了しているが、6年近く経過しても放射線レベル
は日本政府の除染目標である毎時 0.23 マイクロシーベルトを大きく超えたままである。安齋氏宅の全測定地
点の 42%では、日本政府の測定方法に基づく空間線量は年間 3ミリシーベルトを超えており、1年間持続的
に被ばくすると年間 4ミリシーベルトを超える。2020 年の測定では、安齋氏宅付近の 5%の測定値で、日本
政府の測定方法に基づく空間被ばく線量は年間 5ミリシーベルトを超えており、1年間持続的に被ばくすると
年間 8ミリシーベルトを超える。 

自宅からの避難を余儀なくされて 10年、安齋徹氏は先祖代々から住む飯舘村からの避難を続けている。安齋
氏の旧自宅敷地で測定した 85%の地点で、放射線レベルは国際放射線防護委員会（ICRP）が定める公衆被ば
く限度である年間 1ミリシーベルトを上回ったままである 33。

表 3　安齋氏宅（全ゾーン）の放射線測定 2020 年 11 月
（歩行サーベイによって得られた地表 1 メートル地点での測定値）

空間線量 測定地点数 割合 推定被ばく線量*（日本政府） 推定被ばく線量*（8,760時間）
5μSv/h以上
3.8以上 5μSv/h未満
2以上 3.8μSv/h未満
1.5以上 2μSv/h未満
1以上 1.5μSv/h未満
0.5以上 1μSv/h未満
0.23以上 0.5μSv/h未満
0.23μSv/h未満
TOTAL * バックグラウンド線量値（40 nSv/h）を減算しての平均線量

μSv/h 測定地点数 割合 推定被ばく線量*（日本政府） 推定被ばく線量*（8,760時間）
0.23μSv/h未満
0.23μSv/h以上
0.5μSv/h以上
1μSv/h以上
1.5μSv/h以上
2μSv/h以上
3.8μSv/h以上
5μSv/h以上
TOTAL * バックグラウンド線量値（40 nSv/h）を減算しての平均線量
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浪江町は東京電力福島第一原発の北北西 5～ 30 キ
ロメートルの距離に位置する自治体である。2011
年当時の人口は 2万 1,434 人であった 34。2014 年
から避難指示が解除される 2017 年 3月まで除染プ
ログラムが当地区で実施されたが、2017 年以降に
グリーンピース・ジャパンが測定した地域では、政
府の放射線レベルの長期目標値、毎時 0.23 マイク
ロシーベルトへの減少が達成されていないことは明
らかである。浪江の一部地域は帰還困難区域に指定
されており、居住禁止となっている。2021 年 3月
時点で、他にもあるこのような区域と同様、限定的
な除染プログラムが継続されている。 

浪江町の幼稚園と学校

グリーンピースは、2017 年から毎年浪江町の避難
指示解除地域内にある幼稚園と小学校周辺で調査を
実施しており、2020 年 11 月にも調査を実施し、
小学校に隣接した小規模の森林と沿道で放射線レベ
ルを測定した。この学校が再開することはまず無い
ものの、浪江町住人などは依然立ち入ることができ
る。

福島県浪江町を流れる高瀬川（2019 年 10月29日）
Ⓒ Christian Åslund / Greenpeace

6
浪江町と
浪江地区
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表 4　浪江町：避難指示解除地域にある幼稚園と小学校（全ゾーン）近隣の空間線量（2017 年～ 2020 年） 
（歩行サーベイによって得られた地表 1 メートル地点での測定値）

グラフ 5　浪江町：オープンエリアにある幼稚園と小学校の放射線調査　各ゾーン平均値（2017 年～ 2020 年年） 

ゾーン名称
最大値 （μSv/h） 平均値 （μSv/h） 平均値前年比 （%）

ゾーン1 小学校の前の森
ゾーン2 小学校の前の道
TOTAL サマリー

ゾーン名称
測定地点数 0.23 μSv/h 以上 1 μSv/h 以上

ゾーン1 小学校の前の森
ゾーン2 小学校の前の道
TOTAL サマリー

表 4とグラフ 5に示すように、過去 4年間、放射線レベルは比較的安定している。これは、セシウム 137 の
放射性崩壊による減少が反映されているものの、放射線レベルは今後も比較的一定であることを示唆する。
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■ 2017

■ 2018

■ 2019

■ 2020

小学校の前の森 小学校の前の道
ゾーン1 ゾーン2

■ 2017 1.9 0.5
■ 2018 1.8 0.4
■ 2019 1.6 0.5
■ 2020 1.6 0.4

2.0

1.8

1.6

1.4

1.2

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

 μ
Sv
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ゾーン 1では、2020 年に測定した森の全 822地点で依然、日本政府が定めた目標値毎時 0.23 マイクロシー
ベルトを上回っており、そのうち 88%が毎時 1マイクロシーベルトを超えていた。除染完了後 4年が経ち
2017 年に避難指示が解除されたゾーン 2では、幼稚園と小学校のすぐ外のエリアで測定した全データポイン
トの 93%で、今でも目標値毎時 0.23 マイクロシーベルトを超えている。両ゾーンの放射線レベルは変動して
おり、ゾーン 1のレベルは 2019 年に低下した一方ゾーン 2では上昇していた（2017 年と 2018 年との比較）。



表 5　浪江町：幼稚園と小学校の隣にある森（ゾーン 1）の空間線量（2020 年 11 月） 
（歩行サーベイによって得られた地表 1 メートル地点での測定値）

空間線量 測定地点数 割合 推定被ばく線量*（日本政府） 推定被ばく線量*（8,760時間）
5μSv/h以上
3.8以上 5μSv/h未満
2以上 3.8μSv/h未満
1.5以上 2μSv/h未満
1以上 1.5μSv/h未満
0.5以上 1μSv/h未満
0.23以上 0.5μSv/h未満
0.23μSv/h未満
TOTAL * バックグラウンド線量値（40 nSv/h）を減算しての平均線量

μSv/h 測定地点数 割合 推定被ばく線量*（日本政府） 推定被ばく線量*（8,760時間）
0.23μSv/h未満
0.23μSv/h以上
0.5μSv/h以上
1μSv/h以上
1.5μSv/h以上
2μSv/h以上
3.8μSv/h以上
5μSv/h以上
TOTAL * バックグラウンド線量値（40 nSv/h）を減算しての平均線量
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これは、測定の数日前に通った台風 19号の影響により森から放射性物質が流れ出た結果と捉えることもでき
る。ゾーン 2が主に舗装された道路であることを考えると、2020 年に観測された学校前の道路上の放射線量
の低下は、時間が経過するにつれ、舗装表面から流れ落ちたためと解釈することができる。2020 年にこの森
で観測された放射線量の上昇は、山の斜面の上方にあった放射性物質、あるいは他の経路で放射性物質が移動
したことによる再懸濁が原因と考えられる 35。

両ゾーンの平均放射線レベル、最大放射線レベルは共に、避難指示が解除され居住可能となった地域、まして、
子どもが集まるような場所にしてはあまりも高すぎることは明らかである。

政府の算出方法を使うと、学校の隣にある森（ゾーン 1）の 33%の年間線量は 8～ 10ミリシーベルト、一
年間持続的に被ばくした場合は 13～ 17ミリシーベルトとなる。このエリアの 29%では、同数値はそれぞれ
年間 10～ 20 ミリシーベルト、年間 17～ 33 ミリシーベルトとなる。ゾーン 1の 822 カ所のデータポイン
トのうち、被ばく線量が年間 1ミリシーベルトを下回った場所はなかった。



表 6　浪江町：避難指示解除地域にある高瀬川（全ゾーン）空間線量（2018 年～ 2020 年）  
（歩行サーベイによって得られた地表 1 メートル地点での測定値）

高瀬川

川を挟んで北側がすでに避難指示が解除された区域、南側が帰還困難区域という境界に位置している地域。
2017 年 3月に避難指示が解除された地域にある、田和津田付近では、グリーンピース調査チームが 2018 年、
2019 年、2020 年に測定を実施した。福島県の他の河川同様、高瀬川は 2019 年 10 月、調査実施の 1週間
前に氾濫を起こしている。そのため、放射性物質は県内の河川水に乗って大きく移動した。高瀬川は、測定地
域の上流にある浪江町の帰還困難区域内で最も汚染が深刻な地域の一つの大堀を通っていることも特筆に値す
る。 

表 6は、この地域の放射線レベルが、一貫して日本政府の長期目標値、毎時 0.23 マイクロシーベルトを上回っ
ていることを示している。2018 年以降、森林伐採や再建作業が開始されたため、ゾーン 2は正確に測定でき
なかった。2019 年と 2020 年はその代替として、川沿いの土手斜面を測定した。 

高瀬川調査では、ゾーン 1（川沿いの道）の 2019 年の平均放射線レベル（毎時 1.1 マイクロシーベルト）が、
2020年（毎時0.6マイクロシーベルト）、2018年（毎時0.7マイクロシーベルト）と比較して高かった。これは、
台風による氾濫が原因である可能がある。2019 年の最大測定値、毎時 3マイクロシーベルトが 2020 年には
毎時 1.5 マイクロシーベルトに戻ったのも、このような外的要因があったことを示している。

ゾーン名称
最大値 （μSv/h） 平均値 （μSv/h） 平均値前年比 （%）

ゾーン1 川沿いの道
ゾーン2 川沿いの森
ゾーン2 土手斜面
TOTAL サマリー

ゾーン名称
測定地点数 0.23 μSv/h 以上 1 μSv/h 以上

ゾーン1 川沿いの道
ゾーン2 川沿いの森
ゾーン2 土手斜面
TOTAL サマリー
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グリーンピースの調査チーム、
福島県浪江町の高瀬川にて

（2020 年 11 月 21 日）
Ⓒ Greenpeace

表 7　浪江町高瀬川：川沿いの道（ゾーン 1）の空間線量（2020 年 11 月）  
（歩行サーベイによって得られた地表 1 メートル地点での測定値）
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ゾーン 1内の測定地域の 70%で観測された放射線レベルは、日本政府の換算方法によると、年間被ばく線量
3～5ミリシーベルト、1年間持続的に被ばくした場合に年間被ばく線量4～8ミリシーベルトに達する。ゾー
ン 3の川岸沿い 1,334 カ所の 2020 年測定では、平均レベルは 2019 年と同じ毎時 1マイクロシーベルト、
最高値は毎時 2マイクロシーベルトで、2019 年の毎時 1.7 マイクロシーベルトより高かった。平均値は政府
の長期除染目標を上回っており、平均放射線レベルは 2011 年以前の放射線レベル、毎時 0.04 マイクロシー
ベルトの 20倍だった。

空間線量 測定地点数 割合 推定被ばく線量*（日本政府） 推定被ばく線量*（8,760時間）
5μSv/h以上
3.8以上 5μSv/h未満
2以上 3.8μSv/h未満
1.5以上 2μSv/h未満
1以上 1.5μSv/h未満
0.5以上 1μSv/h未満
0.23以上 0.5μSv/h未満
0.23μSv/h未満
TOTAL * バックグラウンド線量値（40 nSv/h）を減算しての平均線量

μSv/h 測定地点数 割合 推定被ばく線量*（日本政府） 推定被ばく線量*（8,760時間）
0.23μSv/h未満
0.23μSv/h以上
0.5μSv/h以上
1μSv/h以上
1.5μSv/h以上
2μSv/h以上
3.8μSv/h以上
5μSv/h以上
TOTAL * バックグラウンド線量値（40 nSv/h）を減算しての平均線量



表 8　浪江町高瀬川：土手斜面（ゾーン 3）の空間線量（2020 年 11 月）   
（歩行サーベイによって得られた地表 1 メートル地点での測定値）

空間線量 測定地点数 割合 推定被ばく線量*（日本政府） 推定被ばく線量*（8,760時間）
5μSv/h以上
3.8以上 5μSv/h未満
2以上 3.8μSv/h未満
1.5以上 2μSv/h未満
1以上 1.5μSv/h未満
0.5以上 1μSv/h未満
0.23以上 0.5μSv/h未満
0.23μSv/h未満
TOTAL * バックグラウンド線量値（40 nSv/h）を減算しての平均線量

μSv/h 測定地点数 割合 推定被ばく線量*（日本政府） 推定被ばく線量*（8,760時間）
0.23μSv/h未満
0.23μSv/h以上
0.5μSv/h以上
1μSv/h以上
1.5μSv/h以上
2μSv/h以上
3.8μSv/h以上
5μSv/h以上
TOTAL * バックグラウンド線量値（40 nSv/h）を減算しての平均線量
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2020 年の調査で浪江町の高瀬川沿いの立ち入り可能な土手の 50%で観測された放射線レベルは、日本政府
の換算方法を使用すると年間被ばく線量は 5～ 8ミリシーベルト、1年間持続的に被ばくした場合の年間被ば
く線量が 8～ 13ミリシーベルトに達することを示している。 



福島県浪江町下津島の菅野氏宅
（2020 年 11 月 22 日）
Ⓒ Greenpeace
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水田（北）
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水田への道

水田（南）

家屋の周辺

道路

庭と農地

蔵の周囲と
付近の道

単位：μSv/h

ゾーン6は2020年は未測定

窪み

凡例（平均値）
1.5以上 2未満
1以上 1.5未満
0.5以上 1未満
0.23以上 0.5未満

7
浪江町
帰還困難区域

図 2　浪江町下津島：菅野氏宅の
概略図 グリーンピース調査チー
ムによるゾーン設定を表す

菅野氏宅における調査

菅野氏宅は、東京電力福島第一原発から西北西 30
キロメートルの浪江町下津島にある。2011 年 3
月の事故で大量の放射性物質により汚染された。
浪江町の帰還困難区域指定は今も解除されていな
い。家屋は 2011 年以降に成長した森に三方を囲
まれている。氏の自宅は政府の除染モデルに選ば
れており、2011 年 12 月と 2012 年 2 月に大掛
かりな除染作業が実施された。グリーンピース・
ジャパンは、2017 年 9 月に同氏宅で初めて放射
線調査を行ってから、2018 年 10 月、2019 年
10月、2020 年 11月に追跡調査を実施している。
各調査は、家屋の周辺と、同氏所有の農地および
牧草地で集中的に実施した。
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2019 年の調査では、測定した 7ゾーンの平均が毎時 0.8 マイクロシーベルトであった（表 9）。2018 年比
で平均値が大幅に減少していたことについてグリーンピースは、この著しい変動が放射性崩壊や追加的な除
染に起因しているものではないと結論づけた。2020 年調査では、2019 年比で測定した 4ゾーンで増加、2
ゾーンで変化なしであり、減少したのはゾーン 3（庭と農地）のみであった。4ゾーンについて、2017 年～
2020 年の平均値の変化を比較すると（グラフ 6）、2017 年から 2018 年は牧草地を除きやや減少、2019 年
から 2020 年では、家屋周辺を除き上昇していた。この理由として、台風第 19号が通った 2019 年と比較し
て降雨量が少なかったことが考えられる。

表 9　浪江町：菅野氏宅（全ゾーン）の空間線量（2017 年～ 2020 年）   
（歩行サーベイによって得られた地表 1 メートル地点での測定値）

ゾーン名称
最大値 （μSv/h） 平均値 （μSv/h） 平均値前年比 （%）

ゾーン1 家屋の周辺
ゾーン2 蔵の周囲と付近の道
ゾーン3 庭と農地
ゾーン4 農地
ゾーン5 牧草地
ゾーン6 水田（北）
ゾーン7 水田（南）
ゾーン8 道路
ゾーン9 水田への道
TOTAL サマリー

ゾーン名称
測定地点数 0.23 μSv/h 以上 1 μSv/h 以上

ゾーン1 家屋の周辺
ゾーン2 蔵の周囲と付近の道
ゾーン3 庭と農地
ゾーン4 農地
ゾーン5 牧草地
ゾーン6 水田（北）
ゾーン7 水田（南）
ゾーン8 道路
ゾーン9 水田への道
TOTAL サマリー
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■ 2017

■ 2018

■ 2019

■ 2020

家屋の周辺 農地 牧草地 水田への道
ゾーン1 ゾーン4 ゾーン5 ゾーン9

■ 2017 0.7 0.9 1.9 1.7
■ 2018 0.6 0.8 1.4 1.7
■ 2019 0.5 0.6 1.5 1.1
■ 2020 0.5 0.7 1.9 1.3

グラフ 6　菅野氏宅（4 ゾーン）の平均空間線量（2020 年 11 月）

グラフ 7　菅野氏宅（4 ゾーン）の最大空間線量（2020 年 11 月）

■ 2017

■ 2018

■ 2019

■ 2020

家屋の周辺 農地 牧草地 水田への道
ゾーン1 ゾーン4 ゾーン5 ゾーン9

■ 2017 1.3 1.2 2.8 5.8
■ 2018 0.9 1.3 2.4 5.9
■ 2019 0.8 0.9 2.2 2.1
■ 2020 0.9 1.0 2.5 2.7
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ゾーン 1、4、5、9の最大値は、2019 年から 2020 年で増加している。ゾーン 9の平均レベルは 2019 年の
毎時 1.1 マイクロシーベルトから 2020 年には毎時 1.3 マイクロシーベルトに、最大レベルは毎時 2.1 マイク
ロシーベルトから毎時 2.7 マイクロシーベルトに増加した。ゾーン 5（牧草地）では、2019 年～ 2020 年の
平均値が、毎時 1.5 マイクロシーベルトから毎時 1.9 マイクロシーベルトへと増加した。このエリアはなだら
かな斜面の麓に位置している。斜面から旧水田への道であるゾーン 9では、2018 年から 2019 年の平均値毎
時1.7 マイクロシーベルトから毎時1.1 マイクロシーベルトに減少したが、2020年には毎時1.3 マイクロシー
ベルトに増加した。
この観測結果は 2019 年 10 月の台風第 19号通過後にセシウムが移動して、2020 年中に再汚染された可能
性を示している。放射線レベルは大雨の後に減少するが、その後数カ月で徐々に移動して定着し、以前のレベ
ルに戻るようである。これは環境における放射性セシウムの動きの複雑さを示している。

菅野氏宅の各地点で測定された年間空間線量率の 98%（表 10）は、日本政府の算出方法で公衆被ばく限度の
年間 1ミリシーベルトを超えている 36。測定地域の 70%で、日本政府の算出方法で年間 3～ 5ミリシーベル
トに、1年間同地点にいた場合は年間 4～ 8ミリシーベルトに達する恐れがある。98%の測定地点で、現在
の政府の長期目標値毎時 0.23 マイクロシーベルトを上回っている。

表 10 浪江町：菅野氏宅（全ゾーン）の空間線量（2020 年 11 月）   
（歩行サーベイによって得られた地表 1 メートル地点での測定値）

空間線量 測定地点数 割合 推定被ばく線量*（日本政府） 推定被ばく線量*（8,760時間）
5μSv/h以上
3.8以上 5μSv/h未満
2以上 3.8μSv/h未満
1.5以上 2μSv/h未満
1以上 1.5μSv/h未満
0.5以上 1μSv/h未満
0.23以上 0.5μSv/h未満
0.23μSv/h未満
TOTAL * バックグラウンド線量値（40 nSv/h）を減算しての平均線量

μSv/h 測定地点数 割合 推定被ばく線量*（日本政府） 推定被ばく線量*（8,760時間）
0.23μSv/h未満
0.23μSv/h以上
0.5μSv/h以上
1μSv/h以上
1.5μSv/h以上
2μSv/h以上
3.8μSv/h以上
5μSv/h以上
TOTAL * バックグラウンド線量値（40 nSv/h）を減算しての平均線量
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ストロンチウム 90（Sr-90）は、核兵器と原発の核
分裂過程で生成される、最も危険な放射性核種の一
種である。東京電力福島第一原発には、溶解した燃
料と汚染水に膨大な量のストロンチウム 90が今も
残留している。環境へのさらなる放出を防止するこ
とが最大の課題のひとつである。

ストロンチウム 90 は、自然環境下でカルシウムの
ような振る舞いをするため、植物、動物、そして人
間が汚染された食物や水を摂取することで、また量
的には少ないが、直接吸い込むことで体内に吸収さ
れる。ストロンチウム 90の 70 ～ 80%は排出され
るが、残りは骨や骨髄に、また微量（約 1%）だが、
血液と軟組織に蓄積される 37。ストロンチウム 90
の半減期は 29 年であるが、体内の生物学的半減期
（取り込まれた放射性物質が半分になるまでにかかる
時間）は 18 年である 38。体内に取り込まれると骨
がん、骨髄がん、周辺組織のがんの原因となり得る39。
試料がストロンチウム 90に汚染されているかを特
定するには、放射性セシウムとの比較など、実験分

析に著しい時間と費用を要する。その結果、ストロ
ンチウム 90は東電福島第一原発から放出された放
射性核種の中でも研究が遅れている核種のひとつで
ある。

日本政府の文部科学省（MEXT）は、2011 年に福
島県内 55カ所の採取地点で放射線モニタリング調
査を実施した 40。2012 年にMEXT が報告した土壌
サンプル中のストロンチウム 90 は、事故前の測定
値と比較して統計的に有意差があることを示した。
調査結果は、核兵器実験後のストロンチウム 90 残
留値を示しているが、東電福島第一原発事故による
放出も原因とした。日本の当局は規制値の設定に、
大規模で高額なストロンチウム 90実験分析を実施
することはせず、セシウム 137 とストロンチウム
90間に予測される一定比率に基づく計算を用いてい
る。この方法は誤りとなる可能性が高く、ストロン
チウム 90のリスクを過小評価する可能性があると
警鐘を鳴らす報告がある。マーツらは 2015 年に、
ストロンチウム 90のリスクに関する非常に重要な

福島県大熊町で針葉樹のサンプル採取を行う
グリーンピース・ベルギーのヤン・ヴァンダ・
プッタ（2018 年 10 月 16 日）
Ⓒ Shaun Burnie / Greenpeace

8
ストロンチウム 90
‒ さらなる脅威
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分析と食品の安全に対する潜在的な影響を発表した 41。その中で、環境におけるストロンチウム 90の振る舞
いをセシウム 137 と比較しながら問題視している。特に、セシウム 137 と比較してストロンチウム 90が生
体に吸収されやすい（植物と動物でバイオアベイラビリティーがより高い）ことに注目している。日本の当局
は 2012 年に、セシウム 137に対するストロンチウム 90の一定比に基づき規制値を設定したが、著者らはこ
の比率は時経的に変化し、食品に含まれるストロンチウム 90の濃度が増える可能性があると結論づけ、セシ
ウム 137とストロンチウム 90の両方について継続的なモニタリングを行うべきであり、そうしなければ、食
品中のストロンチウム 90含有量が過小評価されてしまうと警告している 42。

ストロンチウム 90に関するマーツらの重要な研究は、日本ではあまり知られていない。今のところ、日本の
当局が被ばく影響を検討したという証拠はない。溶解した燃料、汚染水や関連の核廃棄物に含まれるものも含
め、東電福島第一原発に大量のストロンチウム 90が残留していことを考えれば、早急な検討が必要である。

グリーンピースによるストロンチウム調査

グリーンピース調査チームは、2018 年 10 月に福島県の柳津町、大熊町、飯舘村、浪江町の 7地点で杉の葉
のサンプルを採取した。採取サンプルは分析のため、フランスの独立試験機関ACROに送られた。結果は、
東電福島第一原発の 1～ 3号機から放出されたストロンチウム 90が植物により吸収された可能性を示すもの
であった。

表 11　杉の葉サンプルの分析（独立試験機関 ACRO）

サンプル情報
ACROサンプル登録
番号 

181129-
GPI-01

181129-
GPI-02

181129-
GPI-03

181129-
GPI-04

181129-
GPI-05

181129-
GPI-06

181129-GPI-
07

タイプ 杉の葉 杉の葉 杉の葉 杉の葉 杉の葉 杉の葉 杉の葉
グリーンピースサンプル
登録番号

20181014-
YNI-1

20181016-
OKM-1

20181019-
NME-1

20181019-
NME-4

20181023-
OBR-1

20181024-
ITT-2

20181026-
OBR-2

採取
採取日 2018/10/14 2018/10/16 2018/10/19 2018/10/19 2018/10/23 2018/10/24 2018/10/26
採取場所 柳津町 大熊町 浪江町 浪江町 浪江町 飯舘村 浪江町
ガンマ線計測
ジオメトリ（ml) 61 61 61 61 61 61 61
分析サンプル重量（g） 27.8 21.4 22.4 21.9 17.4 18.8 20.2
分析状態 乾燥 乾燥 乾燥 乾燥 乾燥 乾燥 乾燥
計測日 2018/12/10 2018/12/12 2018/12/21 2019/03/01 2019/01/07 2019/01/08 2018/12/13
結果
基準日 2018/10/14 2018/10/16 2018/10/19 2018/10/19 2018/10/23 2018/10/24 2018/10/26

単位 Bq/kg 
乾燥重量

Bq/kg 
乾燥重量

Bq/kg 
乾燥重量

Bq/kg 
乾燥重量

Bq/kg 
乾燥重量

Bq/kg 
乾燥重量

Bq/kg
 乾燥重量

*人工放射性核種
Cs-134     2年 < 8 455 ± 39 65 ± 5 40.0 ± 3.7 64 ± 6 24.0 ± 2.6 1140 ± 100
Cs-137     30年 4.9 ± 1.3 5410 ± 460 850 ± 60 506 ± 40 800 ± 60 284 ± 22 13700 ± 1200
ベータ線計測
計測日 2019/03/04 2019/03/04 2019/03/04 2019/03/04 2019/03/04 2019/03/04 2019/03/04
Sr-90     29年 0.76 ± 0.48 7.6 ± 1.9 21 ± 4 19 ± 4 11 ± 2 6.5 ± 1.4 65 ± 13

* 上記分析中に、他の人工ガンマ線放出核種は検出されなかった。
Analysis method: The analyses were performed by gamma spectrometry (High purity Germanium detector) on dry material and Sr-90 
analysis by liquid scintillation (internal method).
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東電福島第一原発の西 100キロメートルにある柳津
町でのストロンチウム 90 のレベルは低かった（乾
燥重量キロ当たり 0.76 ± 0.48 ベクレル）。大気圏
核実験由来のストロンチウムのバックグラウンドレ
ベルから考えて、柳津町で検出されたストロンチウ
ム 90 は、2011 年の事故由来というよりは核実験
由来と思われる。この試料からセシウム 134が検出
されなかったという事実は、起源が大気圏核実験で
あることを強く示唆している。東電福島第一原発事
故発生からの最初の数年間はセシウム 134 は 2018
年も測定可能であるのに対し、最後の大気核実験は
1960 年代に行われたため、現在は存在していない。

東電福島第一原発から 10キロメートル以内にある
大熊町の森林部で採取した杉の葉からは 10倍のス
トロンチウムが検出された（キログラム当たり 7.6
± 1.9ベクレル）。東電福島第一原発から10キロメー
トル北西にある浪江町大堀の帰還困難区域で採取し
たサンプルのストロンチウム濃度は最大レベル（キ
ログラム当たり 65 ± 13 ベクレル）であった。東電
福島第一原発の北にある浪江町の避難指示が解除さ
れている地域で採取したサンプルのストロンチウム
濃度は、キログラム当たり 19 ベクレルから 21 ベ
クレルの範囲で、東電福島第一原発北西 35キロメー
トルにある飯舘村の試料からはキログラム当たり
6.5 ± 1.4 ベクレルのストロンチウムが検出された。
飯舘村、浪江町、大熊町のすべてのサンプルで測定
可能なレベルのセシウム 134が存在した 43。これら
が福島第一原発に由来するものである可能性もある
だろう。

東電福島第一原発の原子炉で生成されたストロンチ
ウム 90 のほとんどが、同原発内に残留しているこ
とは大きな懸念である。このうち少量が、日本政府
が太平洋に放出を予定している汚染タンク水に含ま
れている（詳細は 2020 年発行「汚染水の危機」に
記載）44。しかし、その最大量は、600 ～ 1,100 ト
ンと推定される溶融燃料の中にある。残留ストロン

チウム 90は 500 ペタベクレルを超えると推定され
る 45。リスクを考慮すれば、どんなに微量であって
もストロンチウム 90が環境へ放出されるのを全力
で防がなければならない。従って、溶融燃料の除去
を含む東京電力の東電福島第一原発廃炉計画が信憑
性を持つかどうかが非常に重要である。一部本報告
書で述べた福島県の広範囲に及ぶ現在の汚染に加え、
東電福島第一原発にはもっと深刻な将来にわたるリ
スクが存在し続け、今後何世代にもわたり続いてい
くのである。
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東電刑事裁判の初公判を迎えた福島原発告訴団
（2017 年 6 月）
Ⓒ Shaun Burnie / Greenpeace

9
10 年にわたる避難、
強制移動と人権侵害

• 2011 年 3 月 11 日の東京電力福島第一原発事故の結果、16 万 4,000 人もの人々が避
難民となった。

• 2021年1月31日時点の福島県内外の避難者数は今も3万6,192人に上る。この統計に、
自力で避難した人の正確な数は反映されていない。

• 日本政府は一般公衆被ばく限度の 20 倍である年間 20 ミリシーベルトになり得る地域
に住むことを認める方針を変えていない。女性、子どもを含む住民に対するこうした高
い線量上限は日本の人々の反対と国連人権機関からの強い批判の的となっている。

• 2018 年までにのべ 3000 万人を超える労働者が除染に従事しており、人権侵害が報告
されている。
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「『この地域は住めません、その代わりに手当てをし
ます』といつか誰かが言わなきゃいけない時期は必
ず来る」ー自民党、石破茂（2013 年）46。

2013 年の石破氏の発言は、自民党としてはまれに
見る率直なものであるが、安倍政権も後続の菅政権
もこうしたアプローチをとっていない。東電福島第
一原発事故の 10 年は、福島県だけでなくより広い
日本全体の市民と労働者への人権侵害の 10年であ
る。日本政府は、避難指示区域の放射能汚染の現実
を無視し、住民に帰還させようとするあらゆる手段
を講じている。安倍政権が 2015 年 6月に打ち出し
た早期帰還方針は、数万人もの避難民の将来を決定
づけたものとなった 47。公衆被ばく限度年間 1ミリ
シーベルトを超える放射線レベルに直面した日本政
府は、簡単にこれを年間 20 ミリシーベルトに変更
してしまった。これにより避難指示は解除されたの
である。長期目標として年間 1ミリシーベルトを掲
げていはいるが、いつまでに達成すべきかは明確に
していない。同様に、政府は除染の長期目標となる
毎時 0.23 マイクロシーベルトをいつまでに達成す
べきかも示したことがない 48。

正当な損害賠償のない避難

グリーンピースが自宅を調査した浪江町の菅野氏と
飯舘村の安齋氏は、2011 年 3 月 11 日の東京電力
福島第一原発事故の結果避難民となった16万4,000
人に上る市民のうちの2人である。福島県によると、
2021 年 1 月末日の時点で福島県内外に依然 3 万
6,192 人もの避難者がいたが、この数字には、避難
指定地域外から避難した「自主避難者」の数がどれ
だけ正確に反映されているかは不明だ 49。日本政府
は 2011 年 12 月にやっと、強制避難区域外である
が放射線レベルが高かった 23自治体の住民に限定
的な資金援助を行うべきであるという、ある諮問委

員会の勧告を受け入れた 50。給付額は、汚染地域か
ら避難するためにかかった費用のほんの一部にしか
ならない額であった。安倍政権は 2017 年 3月、住
宅支援を打ち切り、それを境に公式の避難者数が劇
的に減少した。当時朝日新聞が伝えたように、政府は、
2011 年原発事故後に自主的に福島県地域から避難
した多くの避難者数を避難者統計から消し去ったの
だ 51。

2017 年の福島県統計によると、「自主避難者」1万
524 世帯 2万 6,601 人が避難先住宅の無償提供を
受けていた。このうち、5,230 世帯 1万 3,844 人は、
福島県外に住んでいた。こうした避難者が一般的に
受けられた公的援助は住宅支援のみであった 52。日
本政府の措置により、数万人に及ぶ避難者は、放射
能汚染された自宅へ戻るか、十分な補償がないまま、
住み慣れた自宅や土地を離れて新たな生活を始める
という非常に難しい決断を迫られている。

これが経済的な圧力となり、金銭的な理由や代替策
が見つからないことを理由に、人々はその意思に反
して帰還を迫られる可能性がある。自らにまったく
責任のない原発事故の結果、こうした人々が仕事を
なくし、住み慣れた地域や家をなくしてしまった。
避難指示の出た各 11市町村住民の帰還率は多様で
ある。この中でも市町村としては規模の大きかった
浪江町は2021年1月31日現在の人口は1万6,681
人だが、そのうち実際に同町に居住しているのは、
そのうちの 9.5% の 1,579 人にすぎない 53。一方、
2020 年 12 月 31 日の人口が 5,247 人である飯舘
村で帰還したのは 1,255 人で、24%ほどである 54。

政府のデータへの不信感

日本政府が避難者の帰還政策に失敗したのには複数
の理由がある。その大きな理由の一つは政府のデー

Greenpeace  |  福島第一原発 2011-2021年：除染神話と人権侵害の10年

36



タと放射線レベルが安全であるという主張に対する
不信感である。10年前に実施された東京電力福島第
一原発原発がある双葉町からの避難者に対する調査
では、回答者の 83%が帰還しない理由に放射線レ
ベルをあげ、汚染を除去できるまたは放射線が低下
する可能性は低いと答えた 55。また、65.8%は政府
発表の安全レベルを信用していない。

関西学院大学が 2020 年に実施した調査は、避難者
の現在の心情を把握する手がかりを与えている 56。
回答者 522 人の 65%は帰還する意向はないと答え
ている。そのうちの 46.1％は、今でも環境汚染を恐
れていると回答した。

福島県の汚染が深刻であった地域のほとんどで、
2011 年 3月以前レベルへの人口回復がほど遠いこ
とから、日本政府は 2020 年 12 月、2011 年の避
難指示で影響を受けた 12の市町村の人口を増やす
ことを目的とした支援金計画を発表した 57。この方
針では、家族で移住した場合は 200万円、単身の場
合は 120万円が支給される。この方針が適用される
のは、現人口が 2011 年当時の 20%にとどまって
いる 12の市町村である。2011 年にこの 12市町村
に住んでいなかった日本国民を対象としている。

福島県では、高齢化、地方、特に農村における全体
的な人口減少、雇用機会の減少といった、日本の人
口動態上の問題の多くが 2011 年 3月の事故の結果

福島県大熊町で除染作業に従事する作業員
（2019 年 12 月 16 日）
Ⓒ Shaun Burnie / Greenpeace
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加速している 58。放射能汚染により長期間自宅から
避難させられたこと、2011 年以降何年間も居住禁
止となっていたことが、避難者の帰還を阻む大きな
要因である。

人権侵害

京電力福島第一原発事故に対する日本政府の対応は、
女性、子どもを含む自国民の人権を守るという国際
コミットメントの観点からみると、完全に失敗であ
る。国連特別報告者は 2018 年、当時の河野太郎外
務大臣宛てのコミュニケーションで、「除染プログラ
ムの影響により、弱者グループを含む非常に多くの
人たちがかなり束縛されており、基本的人権を侵害
する恐れがある ... 我々はこの機会に、東電福島第一
原発事故による避難者や『自主避難者』が国内避難
民（IDP）であること、政府は、1998 年の国内避難
に関する指導原則に含まれるものを含み、IDPの人権
に関する義務があることを喚起する」と述べている59。
しかし、日本政府はこれらのコミュニケーションに
真摯に応えていない。

さらに、日本政府は国連人権理事会参加国による勧
告を無視し続け、低線量の放射線による被ばくリス
クについての検討を退けている。吉野正芳復興大臣
は 2018 年に、100 ミリシーベルトの被ばくでは発
がんの危険性はないとまで主張している 60。これは
組織的で意図的な人権侵害である。

過去 10 年間、バスクト・トゥンジャク氏を含む複
数の国連特別報告者によって、人権侵害に対しての
声があげられている 61。同氏は 2018 年に国連総会
で行った報告で、「日本政府は、原発事故前の被ばく
限度に戻すよう求める、国連人権監視機構（UPR）
の 2017 年勧告を無視し続けており遺憾である」と
述べ、2011 年の原発事故前に安全で健康に問題な

いとみなされるよりも放射線レベルが高い地域へ、
子どもや出産可能年齢にある女性を含めた避難民を
帰還させる事業の中止を訴えている 62。また、放射
線被ばく限度を 20倍引き上げる日本政府の決定に
対し、「非常に憂慮しており、特に子どもの健康と幸
福に深刻な影響をもたらすと考えられることを強調
するものである」と述べ、批判した 63。

日本も批准している児童の権利に関する条約（CRC）
は、「すべての措置をとるに当たって」将来の世代も
含み、児童の最善の利益が「主として考慮される」
べきであると規定している 64。これには、児童を有
害な化学物質や汚染にさらさず、最高な健康水準に
対する権利が侵害されないという要件が含まれる。
国連・子どもの権利委員会は 2019 年 2月 1日、総
括所見の「主要な懸念領域および勧告」で、東京電
力福島第一原発事故に関して日本政府に 7点の重要
な勧告を行った 65。それには以下の内容が含まれて
いる。

• 「避難指示区域における被ばくが、子どもに
とってのリスク要因に関する国際的に受け入れ
られた知見と合致することを再確認すること

• 避難指示区域外からの避難者、特に子どもに対
し、経済的支援、住宅支援、医療その他の支援
を引き続き提供すること

• （および）放射線量が年間1ミリシーベルトを超
える地域の子どもについて、包括的かつ長期的
な健康診断を実施すること」66

もし日本政府が CRCの勧告に従い、それを福島政
策にも適用すれば、被ばく限度は年間 20 ミリシー
ベルトではなく、国際的に勧告される年間1ミリシー
ベルトを採用することになる。さらに、避難指示解
除を中止し、浪江町と飯舘村での発令も撤回するこ
とになる。日本政府はこれを行っておらず、従って、
子どもの人権を守るという国際的なコミットメント
を果たしていない。
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無視される労働者の権利

環境省の報告では、2018 年までにのべ 3,000 万
人が除染作業に従事してきた。ピークの 2016 年に
は、50万人が雇われていた 67。飯舘村の除染作業は
2014 年の 10 月～ 11 月がピークで、約 18万人が
作業に当たった。2017 年末までにのべ 280 万人が
雇われていた。浪江町の除染作業のピークは 2016
年上旬で、10 万人弱の作業員が雇われ、この地域
ではのべ 170万人が作業を行った 68。作業員数がこ
れ程多く、その大半が下請け業者に雇われていると、
同規模で搾取の恐れが発生する。

グリーンピースの 2019 年の報告書 69 で述べたよう
に、原発作業員の人権侵害は蔓延しており、請負業
者に対する複数の訴訟が起こっている 70。2018 年
8月に、3人の国連人権特別報告者が日本政府に対
して、「我々は、被ばくリスクについての不実、経
済的困窮のために危険な労働環境を容認することを
強いた可能性や、防護策や訓練の適切性について深
く憂慮している」という声明を発表して、この問題
を提起した 71。グリーンピース調査チームが実際に
目にし、報告したように、浪江町内の作業員は高い
レベルの放射線にさらされており、放射線レベルが
より高い地域に除染プログラムが拡大されるにつれ、
リスクも高まる。このプログラムは汚染地域全体の
ほんの一部を除染するだけであるから、さらに多く
の作業員が本来さらされる必要のなかった放射線リ
スクに直面することになる 72。

グリーンピースの評価は当時も現在も、放射線防護
という観点から、浪江町ならびに帰還困難区域内の
その他の地域の除染計画は正当化できない今後数十
年間は、帰還する人々にとって安全になり得る可能
性はない、というものである。

東京電力福島第一原発の作業員で被ばく労働を考え
るネットワークの池田実氏は、2018 年にグリーン

ピースのインタビューで、下請け業者による搾取、
暴力団の介在、ピンハネ、「ホームレス」の斡旋、健
康診断書の改ざん、効果的な放射線防護訓練の不在
について詳しく説明し、その中で、「労働者として、
人間扱いされていないと思いました。奴隷に例える
人もいます」と話している 73。
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福島県浪江町下津島の菅野氏宅での
調査（2018 年 10 月 22 日）
Ⓒ Shaun Burnie / Greenpeace

10
帰還困難区域の
今後

福島県の 7市町村に居住禁止となっている帰還困難
区域があり、その総面積は約 340平方キロメートル
におよぶ。政府は 2023 年までにこうした区域の部
分的な避難指示解除を目指している。対象地域は「特
定復興再生拠点」と呼ばれ、南相馬市を除く6市町村、
総面積約 30平方キロメートルにおよぶ。

双葉町、大熊町、富岡町の
避難指示解除

2020 年 1 月 17 日、双葉町、大熊町、富岡町のわ
ずかな区域の避難指示解除が決定された 74。2020
年 3 月初旬、これらの地域の避難指示が解除され、
合計 0.5 平方キロメートルが通行可能となった。こ
の地域は主要鉄道である常磐快速線の路線に近く、
2020 年夏季オリンピック計画（延期された）に関

連しているが、高汚染された帰還困難地域での避難
指示が解除された最初のケースであった。

高汚染地域の再指定

日本政府の目標は、福島全域の避難指示を解除する
ことにある。帰還困難区域では、各市町村にいわゆ
る「特定復興再生拠点」と呼ばれる地点があり、同
区域総面積の 8.8% を占めている。今後数年で避難
指示が解除されると、浪江町津島地区などは高レベ
ルに放射能汚染された地域に囲まれた陸の孤島とな
る。

除染プログラムの効果は限定的かつ巨額な費用がか
かってきた。そして、2020 年に新たな方針が明ら
かになった 75。飯館村で、帰還困難区域への立入制
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限が解除されることになる。ただし、住民が居住す
ることはできない。この方針は、2020 年 8 月 26
日に原子力規制委員会に提示された。原子力規制委
員会への方針の提示において、政府は次を条件とす
ると述べた 76。

• 年間被ばく線量は、20ミリシーベルト以下であ
ることが確認される

• 住民の被ばく線量を個人線量計で管理する 
• 被ばく線量を抑えるための情報が提供される77

新たな方針は、2020年 2月の飯舘村から政府に対す
る現在帰還困難区域に指定されている飯舘村・長泥
地区の復興公園のための要望がきっかけだという 78。
2020 年 12月 25日、菅首相主催による原子力災害
対策本部での会合で、飯舘村の帰還困難区域を解除
する決定が正式に承認された 79。新たな方針には問
題がいくつかある。こうした区域への立ち入りがで
きるようになり、子どもを含む住民への健康リスク
の可能性、など。原子力資料情報室が指摘したよう
に、国内法には一般公衆の年間被ばく線量の上限を
年間 1ミリシーベルトに定めるものが複数ある 80。
放射性核種の自然減衰により年間空間線量が 20ミ
リシーベルト未満になったとしても、現在の帰還困
難区域の空間線量は、実際上すべて年間 1ミリシー
ベルトを上回っていると考えられ、この区域での制
限は解除すべきではない。また、これは除染を国の
責務とした放射性物質汚染対処特措法にも違反する。
本方針への移行は、放射線のリスク評価に基づくも
のではなく、政治的判断である。その他の 5市町村
は現段階では飯舘村モデルに追随の動きはなく、む
しろ同じ方針を取らざるを得なくなることへの懸念
があると報道された 81。
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11
結論と提言

東京電力福島第一原発事故発生から 10年が経過し
たが、福島県の放射線の影響は顕著で、その状況は
複雑なままだ。過去 10 年間グリーンピースは、福
島県内の市町村を調査し、放射線レベルを測定した。
2020 年 11 月に飯舘村と浪江町の避難指示解除地
区（日本政府が安全に帰還できると判断した地区）
で実施した調査では、過去数年間と同じく、帰還住
民が健康リスクを高めることなく、通常の生活を行
うには放射線量がまだ高すぎるという結果が示され
た。福島県の森林は長期にわたる放射能汚染の源で
あり続け、最新の調査では、飯舘村と浪江町の両方
の民家の敷地で、セシウム 137 の放射性崩壊だけ
では説明できない、さまざまなレベルの放射線が検
出されている。グリーンピースは、これを 2019 年
10月に上陸した大型台風 19号と洪水によるセシウ
ム 137の再懸濁の影響を示す強力な証拠と結論付け
た。福島の複雑な放射性物質の動態に関するさらな
る調査が必要であることは明らかである。2011 年
3 月から 10 年が過ぎたが、私たちはまだ、この事
故の影響の初期段階にいる。しかし、過去 10年間、
安倍政権、そしてその後継者である菅政権は、自国
民や海外各国に向けて、除染作業は効果をあげて完
了、放射線は安全なレベルであるというナラティブ
を展開してきた。しかし、これは明らかに事実と異
なる。

日本政府のデータから計算すると、7市町村にある
除染特別地域（SDA）の 716平方キロメートルでは、
除染作業は行われていない。政府が避難指示解除予
定地域の除染作業の完了を宣言した 2017 年 3月ま
でに、実際に除染の対象となったのは、除染特別地
域の 15%、123 平方キロメートルのみであった 82。
これは、除染特別地域に含まれる飯舘村、浪江町、

楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町および葛尾村の住
民に対する日本政府による意図的なミスリードであ
る。現実には、除染作業が行われたのは除染特別地
域のほんの一部で、放射線レベルは下がったが、数
値は一貫しておらず、広いばらつきがある。避難指
示が解除された地域でも、その多くで、政府が長期
除染目標である毎時 0.23 マイクロシーベルトを達
成できておらず、今後数年で達成する見込みもない。

原発事故が人間に及ぼす影響は、単純に数字で測る
ことはできない。日本政府は、市民、特に数万人も
の避難者の権利を一貫して軽んじてきた。これに対
し、国内の市民社会や国連人権機関は 2011 年 3月
からほぼ絶え間なく抗議の声をあげてきた。国連特
別報告者は、その重要な役割を果たし、政府が、特
に女性や子ども、労働者を放射線のリスクから守っ
ていないことに疑問を投げかけてきた。また、国際
基準を20倍上回る年間20ミリシーベルトを一般公
衆に許容される被ばく量とする方針も広く批判され
ている。国内避難民が持つ権利を含み、政府が自国
民が持つ権利を侵害することは容認されない。 

日本政府は、原子炉 3基のメルトダウンと国土の
広範にわたる放射能汚染の記憶を人々から消そうと
努めている。しかし、人々は忘れてはいない。それ
は、政府と東京電力に責任を果たすことを求めた市
民や弁護士の勇気ある行動によるものだ。さらに、
NGO、科学者、国連人権監視機関、国連特別報告者
の取り組みにより、この終わらない原発事故が何を
もたらしたかについて、今後数十年にわたってより
深い理解と説明がなされていくだろう。
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グリーンピースの提言

• 生涯にわたって考えられる住民の被ばくリスクを含む科学的分析をしない現在の帰還計
画を中断する。

• 年間 1 ミリシーベルト（毎時 0.23 マイクロシーベルト）の長期除染目標が意味するも
のを、速やかに示す。毎時 0.23 マイクロシーベルト達成の期日を定め、目標を緩和す
るあらゆる計画を中止する。  

• セシウムが含まれた微粒子など、ホットスポットが一般公衆にもたらすリスクを早急に
評価する。

• 浪江町（津島、室原、末森、大堀地区を含む）、双葉町、大熊町、富岡町、飯舘村、葛
尾村の 6 町村の避難指示解除計画を見直す。 

• 労働者を保護するため、帰還困難地域での除染はやめる。

• 避難政策について、避難当事者（避難指示区域外からの避難者を含む）が参加する協議
機関の設置を含め、住民の意見を反映させる透明性の高いプロセスを構築する。

• 住民が経済的な理由により帰還を選ばざるを得ないような状況ではなく、自らの意思に
よって帰還するかどうかを選択できるよう、避難者に対する完全な賠償と経済的支援を
行い、科学と予防原則に基づいた被ばく低減策を講じる。

• 国連特別報告者からの対話とガイダンス、およびまだ受け入れていない日本訪問の申し
出に応じる。
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